
第２章 政府と企業

――１９９０年代から１．２５革命まで――

はじめに

エジプト経済は，２０１１年１月２５日に発生した大規模な抗議デモによって

混乱し，同年２月１１日のムバーラク政権退陣後も低迷した。２０１１年の経済

成長率は２％を下回り，株価指数も半減するなど，経済は予想以上に悪化

したのである。その理由のひとつは，新しい統治体制の構築が迷走し，不

安定な政治状況が続いたためである。また，ムバーラク政権期の汚職・腐

敗が追及され，過去に実施された国有企業の民営化や事業免許の交付を無

効とする司法判断が下されたことも投資を躊躇させる要因となった。

他方，ムバーラク政権末期のエジプト経済は好調だった。２００４年に発足

したナズィーフ内閣の経済改革によって，対内直接投資の急増や輸出拡大

がみられた。その結果，経済成長率は７％まで上昇し，過去四半世紀でもっ

とも高成長となったのである。それにもかかわらず，１．２５革命後，ナズィー

フ内閣の経済運営は批判の的にされた。同内閣のもとで顕著となった「新

自由主義」的な経済政策は，所得格差，失業，そして貧困率の上昇を引き

起こしたとして非難された。さらに，２０００年代後半にクローニー資本主義

が顕著となったとし，ナズィーフ内閣の経済政策を否定する声が高まった

のである。エジプトにおけるクローニー資本主義とは，政治権力をもつ政

権中枢および一党独裁与党であった国民民主党（National Democratic Party，
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以下NDP）の幹部と特定企業（事業家）が癒着し，国有資産の収得や事業免

許の融通などを通して双方が不正に利益を得ることであった。

エジプトでは１９９０年代に経済改革が本格化し市場経済体制が確立したが，

その一方で政府と企業の癒着が顕著になった。市場経済体制の確立と癒着

の深刻化はどのように並存していたのだろうか。本章では，経済改革期の

政府と企業部門の関係について，経済開発政策の展開に沿って検討するこ

とで，市場経済体制の推進と癒着構造の並存の様相を描くことを目的とす

る。また，１．２５革命をふまえた，今後の政府と企業部門の関係のあり方を展

望する。

ところで，政府とは，広義には立法，司法といった統治機構を含む概念

であるが，本章では内閣を中心とする経済政策の決定主体に焦点を絞る。

具体的には，内閣（経済閣僚）および NDP中枢を指す。また，本章での企
業部門とは，おもに大規模民間企業（およびその集合体）を指す。したがっ

て，国有企業と中小企業は直接的な分析対象としない。なお，エジプトで

は軍も一般国民向けの財・サービスを生産する大規模企業を多く所有し，

その規模はGDPの１０～４０％に達するともいわれている。しかしながら，軍
企業は特殊な経済主体であり，政府と独自の関係にあることから，本章で

は分析対象に含まない。

本章の構成は以下のとおりである。第１節では，１９９０年代以降の経済開

発政策と政府の役割の変化を概観する。第２節では，企業部門について，

その構成と企業部門の代表としての主要経済団体の役割に注目する。そし

て，第３節において，１９９０年代以降の政府と企業部門の関係変化を検討し，

市場経済体制の推進と癒着構造の並存の様相を明らかにする。第４節では，

１．２５革命をふまえて，今後の政府と企業の関係について展望する。
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第１節 経済改革期の経済開発政策と政策の担い手

１．経済改革・構造調整政策の実施――１９９０年代の経済開発政策――

エジプトでは１９９０年代に経済改革が進展した。その目的は，民間部門を

主要な担い手とする経済開発体制への転換である。民間部門の活用は１９７４

年に開始された「門戸開放」政策の意図であったが，１９９０年代になるまで，

生産活動の主要プレイヤーは公的部門であり，国有企業が最大の生産者と

なっていた（１）。

１９９０年代の経済改革の契機は，対外債務危機を回避するために１９９１年に

IMFと締結したスタンドバイ協定（融資枠４億ドル）であった。エジプトは
１９８０年代後半までに対外債務が累積し，債務返済危機に直面していたので

ある。エジプト政府は，IMFとの協定に加え，世界銀行と３億ドルの構造
調整融資に合意し，さらにパリクラブとの間で経済改革を条件として対外

公的債務の半分（約１００億ドル）を帳消しとすることで合意した（２）。

エジプト政府と IMF・世界銀行が合意した経済改革・構造調整政策
（Economic Reform and Structural Adjustment Program，以下 ERSAP）は，

いわゆる「ワシントン・コンセンサス」といわれる典型的な経済改革メニュー

であり，過去にエジプト政府が IMFと締結したスタンドバイ協定の要件と
ほぼ同様の内容であった。しかしながら，エジプト政府は，以前と異なり，

ERSAPでは融資条件とされた経済改革を着実に実施した。経済改革が進展
したのは，持続可能な財政運営には構造調整が不可避なことが明白となり，

さらに債務帳消しという明確な改革インセンティブがあったためだと考え

られる。

構造調整政策の実施はマクロ経済の安定化に結びついた。表１はERSAP
前後のマクロ経済指標を示したものである。１９９０年代には対外債務負担が

軽減されるとともに，財政収支が改善したことがわかる。また，変動はあ

るものの，インフレ率が低下傾向になるなど，１９９０年代半ばまでにマクロ

経済状況は安定化したといえるだろう。

第２章 政府と企業

41



エジプト政府は，マクロ経済が安定化した１９９０年代後半以降も経済改革

を進めた。そのねらいは，民間投資の拡大である。たとえば，エジプト政

府は，第４次五カ年計画（１９９７～２００２年）において民間部門の投資割合を全

投資の７５％に設定したが，それは１９８０年代の五カ年計画で公的部門の投資

割合を過半としていたことと対照的である。１９９０年代以降のエジプト政府

は，民間部門を中心とする経済体制を前提として，経済開発計画を作成す

るようになったのである。

１９９０年代後半の経済改革の象徴は，国有企業の民営化の実行である。国

１９８９ １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８

対外債務利払い（％ of GNI） ３．６ ３．１ ２．４ ２．９ ２．７ ２．５ ２．３ １．８ １．３ １．１

財政収支（％ of GDP） － －２．０ ２．５－１．２ ４．２ ３．０ ３．４－１．４－１．６ －

インフレ率（％） ２１．３ １６．８ １９．７ １３．６ １２．１ ８．２ １５．７ ７．２ ４．６ ３．９

政府支出（％ of GDP） １２．６ １１．３ １１．２ １０．４ １０．３ １０．３ １０．５ １０．４ １１．３ １１．３

GDP成長率（％） ５．０ ５．７ １．１ ４．４ ２．９ ４．０ ４．６ ５．０ ５．５ ４．０

Law２０３企業（計３１４社） 合弁会社

件数
金額

（１００万エジプト・
ポンド）

件数
金額

（１００万エジプト・
ポンド）

１９９２～１９９４ １１ ４１８ －
１９９５ １４ ８６７ －
１９９６ １２ ９７７ －
１９９７ ２９ ４，５９５ －
１９９８ ２３ ２，４８７ －
１９９９ ３３ １，８２４ －
２０００ ３９ ４，６９４ １ １４
２００１ １１ ２５２ ７ １１８
２００２ ７ ７３ ３ ８７９
２００３ ６ ４９ １ ６４
２００４ ９ ４２８ ４ １１５
２００５ １６ ８２４ １２ ４，８１９

表１ エジプトのマクロ経済指標

（出所） World Bank, World Development Indicators（http : //databank.worldbank.org/）.

表２ 民営化の進展（１９９２～２００５年）

（出所） Ministry of Finance［２０１１］.
（注） １）年は財政年度表示（たとえば２０００年は１９９９年７月～２０００年６月）。

２）Law２０３企業とは，１９９１年に制定された Law２０３（民営化法）で民営
化対象とされた企業（計３１４社）を指す。
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有企業民営化は ERSAP当初から経済改革の中心的課題であり，１９９０年代前
半から国有企業部門の再編や持株会社の設立が進められていたが，実際に

民営化が進展したのは１９９０年代後半であった（表２）。

さらに，経済制度改革によって，多くの経済法制度が改正された。たと

えば，１９９７年に投資法が改正（Law８of１９９７）され，価格決定の自由，外国

資本１００％での企業設立の許可，利益の海外送金の自由など，投資の保護と

優遇策が定められた。１９９８年には会社法が改正（Law３of１９９８）され，会社

設立が許可制から届出制になった。また，２００２年には経済特区法（Law８３

of２００２）と輸出促進法（Law１５５of２００２）が，２００３年には新労働法（Law

１２of２００３）が制定されるなど，民間部門による経済活動の活発化を意図す

る経済制度改革が進展した。

２．経済改革の強化――２０００年代の経済開発政策――

ERSAP実施によるマクロ経済の安定化と民営化実行の一方で，エジプト
経済の成長率は２０００年前後に低下した。成長率減速の背景には，世界的な

景気後退，国内および中東地域での政治・治安情勢の混乱といった要因が

あったが，それらに加え経済改革に対する民間部門の反応が鈍かったこと

が挙げられた（Farah［２００９］）。エジプト政府は，前述のように１９９０年代以

降，経済成長のおもな担い手として民間部門を想定したが，実際の民間投

資は政府が期待したほど増加しなかったのである。投資に占める民間部門

の割合は，第４次五カ年計画の対象時期である１９９７～２００２年において５０％で

あり，それは政府の投資規模が計画を上回ったわけではないにもかかわら

ず，計画策定時の７５％と比べ低い割合であった。その結果，同期間におけ

る経済成長率は，計画では年間６．９％を見込んでいたが，実際は同４．５％にと

どまった（Ministry of Planning［２００２］）。

２０００年代のエジプト政府は，経済成長率の底上げのため，民間部門の拡

大を促す実践的な枠組みの構築を重視した。経済政策の策定は，当時の与

党 NDP主導で進められた。２００２年の第８回 NDP総会において，「啓発的
ビジョンと新思考」（An Enlightened Vision and New Thinking）という指針
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のもと，実業家や改革指向の党員を党の中枢ポストに登用し，市場経済メ

カニズムの全面的導入を表明したのである。NDPは，それまでの党の経済
政策の基本枠組みであった「経済の重要部分は直接政府が担う」という方

針を転換し，民間部門中心の経済開発体制の構築を宣言した（El-Din［２００２］）。

その具体的な内容は，翌２００３年のNDP年次大会で提示された。民間部門中
心の経済開発体制を徹底するため，それまで民営化の対象とされていなかっ

た医薬品部門などの国有企業の民営化，保険と教育分野における規制緩和，

インフラ整備での官民連携の推進などが示された。さらに，民間部門の経

済活動を促すために，消費者向け補助金制度の合理化，租税制度の見直し，

貿易自由化，競争法の策定，中央銀行の独立性確保などが表明された

（Rutherford［２００８］）。NDP執行部は市場経済メカニズムの全面的な導入を
宣言することで，１９９０年代以降の経済改革路線を強化し，民間部門の拡大

を促そうとしたと考えられる。

NDPが掲げた政策方針の実行は，２００４年７月に発足したナズィーフ内閣
によって進められた。ナズィーフ内閣では，主要経済省庁の大臣に実業家

やNDPの改革派を任命し，内閣発足直後から経済改革を実行した。表３は
ナズィーフ内閣によって実施されたおもな経済政策を示したものであるが，

その内容は２００３年のNDP年次大会で示された方針に沿うものであった。さ
らに，ナズィーフ内閣では，民間企業による投資拡大，輸出振興，雇用創

出を意図して，民間企業の発展支援枠組みを構築した。工業発展局，産業

近代化センター，輸出促進センターといった機関を設立・強化し，積極的

に民間企業の発展を支援したのである。

２０００年代後半のエジプト経済は，過去四半世紀でもっとも高成長を記録

した時期となった。それは，国際原油価格の高騰という外部要因の恩恵と

同時に，経済改革のいっそうの進展によって国内の投資環境が改善し，経

済成長に結びついた時期であった。その結果，エジプトは持続的な経済成

長を期待できる国として，新興経済国のひとつとみなされるようになった

のである。
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３．経済開発政策と政府の役割

エジプト政府の経済開発へのかかわり方は，１９９０年代に実施されたERSAP
を契機として大きく変化することとなった。ERSAP実施によって，マクロ
経済の安定化に加え経済構造改革が進んだため，政府の経済開発における

役割が変化したのである。

エジプトでは，１９８０年代まで，経済成長の中心的な担い手は公的部門（国

有企業）であり，政府は政策主体であると同時に生産主体として経済開発を

担っていた（土屋［２０１１］）。ところが，ERSAP実施によって，政府のおも
な機能は生産から政策実施へと変化した。政府は国有企業を売却（民営化）

し生産手段を手放す一方で，前述のように経済法制度の改正などを通して，

民間部門の拡大を促したのである。その結果，政府が経済環境を整備し，

表３ ナズィーフ内閣のおもな経済政策

２００４年 ７月 内閣発足
投資省の創設

９月 関税削減
天然ガス価格値上げ

１０月 カイロ地区水道料金値上げ
外貨の銀行間市場創設

１２月 電気料金の値上げ
QIZ協定調印
外貨引き渡し義務の廃止
外貨の銀行間市場本格稼働

２００５年 １月 独占禁止法成立
７月 新所得税法実施

輸出振興センターの発足
２００６年 ４月 品質・生産性向上センターの発足

８月 消費者保護法の成立
２００８年 ６月 不動産税法の成立
２００９年 ７月 金融監督庁の設立（ノンバンク向け）

新統一会社法の草案公表
２０１０年 ６月 社会保障と年金制度法の成立

（出所） 各種報道より筆者作成。
（注） QIZ（Qualifying Industrial Zones）協定とは，エジ
プト国内の指定地区において，一定比率以上のイスラエ
ル製部品を使用した財について，アメリカへの輸出の際
に関税および割当が免除される協定。
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民間部門が生産活動を担うという役割分担が明確になった。

しかしながら，前述のように２０００年前後の民間投資の規模は政府の期待

を下回った。政府・与党の一部は，民間投資が期待を下回ったのは投資環

境が十分に整備されていないためだと考え，市場経済体制を徹底させるた

めにいっそうの経済改革（包括的な経済自由化）を模索するようになった。

それが「啓発的ビジョンと新思考」の主旨であり，ナズィーフ内閣での経

済改革であった。したがって，エジプト政府は２０００年代前半に経済環境を

整備する政策実施主体としての役割強化を図ったととらえることができる

だろう。

さらに，ナズィーフ内閣では，直接的に民間部門の発展を促す枠組み構

築を模索した。その中心が民間企業の能力向上を目的とする機関の設立で

あり，政府は市場経済制度に基づく投資環境の整備だけでなく，民間企業

の能力向上を直接的に支援することで，高成長を実現させようとした。そ

こでの政府の役割は，民間部門発展のための支援者であり，政府は民間企

業と協調することで経済成長の促進を図ったと解釈できる。つまり，２０００

年代後半のエジプト政府は，市場経済制度の整備だけでなく，民間部門の

発展を促進する役割を果たそうとしたのである。

以上のように，１９９０年代以降，経済開発政策における政府の役割は変化

した。ERSAPによって，政府の生産者としての役割は見直され，市場経済
制度を整備する管理者としての機能が重視されるようになった。さらに，２０００

年代後半になると，経済成長の担い手となった民間部門の発展を促進する

ため，政府は民間企業の能力向上支援に取り組むようになった。政府は，

市場経済制度を整備することに加え，民間部門の発展を促す役割を担うよ

うになったのである。このような政府の役割の変化は，政府と民間部門の

関係に変化をもたらすことになった。次節では，民間部門について，民間

企業部門の発展過程と民間企業の集合である経済団体を取り上げ，民間企

業部門と経済団体の特徴を検討する。
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第２節 生産活動の担い手としての企業と経済団体

民間企業（事業主）は，事業を円滑に遂行するために，しばしば地域内あ

るいは同業者と組織を結成する。たとえば，商工会議所や経営者団体といっ

た集団である。エジプトでも，これまでに複数の経済団体が設立され，企

業部門の代表として活動している。

一方，エジプトのおもな民間企業は１９６０年代初めに国有化された。社会

主義的な経済体制（アラブ社会主義）の導入によって民間企業の自由な活動

は制限され，政府が直接的に生産活動を担ったのである。その結果，民間

企業部門は，個人や家族で経営する小規模な事業のみになった。しかしな

がら，１９７０年代半ばの経済開発政策の転換（門戸開放政策の実施）によって，

民間企業の活動が再び奨励されるようになった。その流れは，前節でみた

ように，１９９０年代にいっそう顕著となり現在に至っている。本節では最初

に近年のエジプトの民間企業部門を概観し，続いて民間企業部門を代表す

るおもな経済団体の沿革と役割を整理する。

１．エジプトの民間企業部門

現在のエジプトの民間企業は，１９７０年代後半以降に発展した比較的新し

い企業が多い。１９６０年代初めのアラブ社会主義政策によって，小規模企業

を除く民間企業の大部分が国有化されたためである。

民間企業部門は，１９７４年に始まった「門戸開放」政策によって再興した。

門戸開放政策では，公的部門による経済開発体制を修正し，生産活動の担

い手のひとつとして民間部門の活用を図った。アラブ社会主義のもとで制

限されていた個人企業の拡大や，新たな民間企業の設立が奨励されたので

ある。さらに，１９９０年代には，前述のように，国有企業の民営化が進めら

れ，大規模民間企業が増加した。これらの結果，現在のエジプトの主要民

間企業は，１９７０年代後半以降に発展した企業と，１９９０年代以降に民営化され

た元国有企業から構成されている。

第２章 政府と企業
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門戸開放政策で興隆した典型的な産業は輸入業であった。それまで国家

独占であった貿易業務に民間部門の参入が可能となったことで，輸入業務

や輸入代理店事業を始める企業（事業家）が出現したのである（３）。

Sfakianakis［２００４］によれば，１９９０年代までに支配的な地位を確立したエ
ジプトの事業家は３２人であり，その多くは政府（政治権力）からの優遇と保

護を受け，輸入業務を主要な事業分野としていた。

政府との繋がりを利用して利益を得る機会は，門戸開放政策期以降に顕

著となった。その典型は，大統領をはじめとする権力者の血縁者や側近な

どによる政治権力を利用した国家資産の私的利用であるが，それに加えて，

輸入ライセンスなどの許認可を独占的に獲得することで特権的な事業機会

を得る者もいた。門戸開放政策は，政府と緊密な関係を築くことで，独占

的に利益を得る機会を作り出したのである。政府との緊密な関係が事業に

結びつく典型的な手段としては，許認可以外にも，政府との契約，公的部

門との合弁企業設立，国有銀行からの融資などが指摘されている（Wurzel

［２００９］）。

ところで，現在のエジプトの代表的な企業はどのようなものだろうか。

表４は，エジプト株式市場に上場している企業のなかで，時価総額の多い

上位２０社を示したものである。エジプト株式市場には２０１０年末時点で約２００

社が上場していた。上場企業数は１９９０年代半ば以降に増加し，もっとも多

かった２００２年には約１１００社となった。しかしながら，上場基準の厳格化など

のため，それ以降上場企業数は減少傾向にある。その一方で，上場企業の

時価総額の平均額は大きく増大しており，現在の上場企業は大規模企業中

心の構成になっている。そのなかでも規模の大きい企業を示したのが表４

であり，２０社の時価総額は株式市場全体の約６０％を占める。これら２０社の

業種をみると，銀行を含む金融業が４社でもっとも多く，それ以外に，建

設資材（鉄鋼，セメント）３社，不動産開発３社，通信３社，石油化学と化

学３社，建設２社などとなっている。上位２０社のほとんどは，元国有企業

を除くと，１９７０年代半ば以降に設立され，１９９０年代末以降に上場している。
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２．おもな経済団体とその役割

エジプトでは，これまでに商業会議所，産業連盟，エジプト実業家協会

（Egyptian Businessmen’s Association，以下 EBA），輸出委員会など，いく

つもの経済団体が結成されている。そこで，おもな経済団体の沿革と役割

を概観する。

商業会議所（Chambers of Commerce）は，エジプトでもっとも伝統的な

経済団体のひとつである。その発祥は１９２０年前後にアレクサンドリアとカ

イロでそれぞれ結成された同業者団体であるが，１９５１年に法律（Law１８９

of１９５１）によって公式な経済団体となった（Fahmy［２００２］）。それにともな

順位 社名 業種

時価総額
（１００万
エジプト
・ポンド）

設立年 上場年 備考

１ Orascom Construction Industries（OCI）建設 ５６，３３８ １９７６ １９９８
２ Telecom Egypt 通信 ２５，４８７ １８５４ ２００５ （a）
３ Orascom Telecom Holding（OTH） 通信 ２１，４０２ １９９８ １９９９
４ Commercial International Bank（CIB）銀行 １７，５６３ １９７５ １９９５ （b）
５ National Societe General Bank（NSGB）銀行 １３，１９６ １９７８ １９９６ （b）
６ ECMS（MobiNil） 通信 １２，９５２ １９９８ １９９８
７ TMG Holding 不動産開発 １０，１３２ １９７５ ２００７
８ Abu Qir Fertilizer andChemical Industries 化学 ９，８４３ １９７６ １９９４ （a）
９ El-Ezz Dekheila Steel Company（EZDK） 鉄鋼 ８，６４８ １９８２ １９９５ （a）
１０ EFG-Hermes Holding（EFG-Hermes） 金融 ７，６９３ １９８４ １９９９
１１ Sidi Kerir Petrochemicals 石油化学 ７，６６０ １９９７ ２００５
１２ Suez Cement 建設資材 ７，１３８ １９７７ １９９５ （a）
１３ Golden Pyramids Plaza 不動産開発 ７，１１２ １９９１ １９９７
１４ Egypt Kuwait Holding Company 金融 ６，４６４ １９９７ １９９９
１５ El-Sewedy Cables 製造 ６，２７５ １９３８ ２００６
１６ Maridive & Oil Service 建設など ６，２３６ １９７８ １９９２
１７ Ezz Steel Rebars（Ezz Steel） 鉄鋼 ５，７６４ １９９４ １９９９
１８ Alexandria Mineral Oils Company 石油化学 ５，６７９ １９９７ ２００４ （a）
１９ Orascom Development Holding AG 不動産開発 ５，５３５ ２００７ ２００８
２０ Eastern Tobacco Company タバコ ５，２５５ １９２０ １９９５ （a）

表４ エジプトの主要上場企業

（出所） Egyptian Exchange［２０１１］，各企業の年報，『Business Today』誌各月号などをもとに作成。
（注） １）（a）は元国有企業。（b）は設立時は国有銀行と外資系銀行の合弁。

２）時価総額は２０１１年６月末日時点。
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い，各県に商業会議所が設立されるとともに，事業主の商業会議所への加

盟が義務づけられた。さらに，各県の商業会議所を束ねる組織として，商

業会議所連盟が結成されるなど，商業会議所は全国の事業主を統括する組

織となった。

一方で，法律に基づいて制度化が進んだことから推測できるように，政

府はしだいに商業会議所の運営に介入した。理事の半数は政府によって任

命され，また運営資金の多くは政府から支給されるようになったのである。

その結果，商業会議所のおもな役割は，会員の事業活動の支援というより

も，政府の代理人として政策の実施を請け負う機関となった。たとえば，

商業会議所は事業許可の発行や価格規制の執行を担った（Bianchi［１９８９］）。

門戸開放政策期になると，経済自由化に合わせて商業会議所の自主性確立

をめざす動きもあったが，結局１９８０年代以降も政府による関与は続いた。

また，商業会議所の会員数は約３００万人に上るため，会員間の意見調整は容

易でなく，会員の利益を代表する集団として行動することには限界があっ

た。

商業会議所と並ぶ伝統的な経済団体として，産業連盟（Federation of

Egyptian Industries）がある。産業連盟は１９２２年に工業部門における国内大

規模企業の利益を代弁する任意団体として設立されたが，商業会議所と同

様，１９５０年代以降に政府の関与が強まった。エジプト政府は，アラブ社会

主義に基づく経済開発体制を形成するなかで，大規模企業を代表する産業

連盟を統制したのである。１９５８年には従業員２５人以上（または固定資本５０００

エジプト・ポンド［当時の公式為替レートは１エジプト・ポンド＝２．７８USドル］

以上）の企業に産業連盟への加入を義務づけたことで，産業連盟は大規模企

業の利益代表というよりも，政府の代理人として国内工業部門を管理する

役割を担うようになった。

産業連盟は，門戸開放政策期以降に，再び工業部門における国内企業の

代弁者としての役割を担うようになった。当時の産業連盟は，大規模企業

と中小企業，国有企業と民間企業といった多様な形態の企業を包括する団

体となっていたが，商業会議所と比べ，強固な組織をもつ影響力のある経

済団体としての地位を築いた（Bianchi［１９８９］）。門戸開放政策によって民間
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企業部門の活動が奨励されるなか，産業連盟は国内企業の要望を取りまと

める役割を果たすようになったのである。たとえば，政府に対して，社会

主義的な労働規制の撤廃，外国企業からの保護，政府による経営支援を要

望した。もっとも，政府と産業連盟は，政府の指導に基づく漸進的な規制

緩和による産業発展という方向性を共有しており，産業連盟は政府の方針

にしたがうという基本的な関係は変わらなかった。他方，産業連盟の保護

主義的な側面に不満をもつ一部民間大企業は，産業連盟とは別に新たな経

済団体を設立した。

大規模民間企業の利益を代弁する団体として，門戸開放政策期に設立さ

れたのがエジプト実業家協会（EBA）である。EBAは１９７５年に大規模民間
企業の経営者によって結成された経済団体であり，加盟者は大規模企業の

経営者層に限定されている。その結果，EBAの会員数は現在まで約４５０にと
どまり，商業会議所や産業連盟と比較するときわめて小規模であるが，そ

の一方で大規模民間企業を代表する団体という独自の地位を確立している

（Rutherford［２００８］）。EBAは，設立当初は加盟企業の利益保護のためのロ
ビー活動をおもな目的としていた。しかしながら，政府が民間企業部門の

拡大を奨励するようになると，政府が組織した経済委員会における民間企

業側の中心メンバーになるなど，EBAは民間企業部門の代表のひとつとみ
なされるようになった（Fahmy［２００２］）。

大規模民間企業で構成されるもうひとつの有力経済団体として，アメリ

カ商業会議所（American Chamber of Commerce in Egypt，以下 AmCham）

が挙げられる。AmChamは１９８１年に設立された中東地域で最初のアメリカ
商業会議所で，その設立目的はアメリカとエジプトの経済交流の拡大であっ

た。そのため，おもな会員は両国に関係する企業（人）であるが，現在では

会員数約１０００のうち，およそ７５％がエジプト人（企業）であり，エジプトの

大規模企業を中心とする会員構成となっている。AmChamの会員は EBA
と重なるところも多く，事実上エジプトの民間大企業を代表する団体となっ

ている。

２０００年前後に形成された経済団体のひとつとして，輸出委員会（Export

Council）が挙げられる。輸出委員会は，貿易産業省の省令に基づいて１９９７
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年以降に産業別に組織化された業界団体である（４）。その目的は，輸出促進と

輸出企業の支援であり，経済ミッションの派遣，見本市への参加，市場調

査などを行っている。輸出委員会のおもなメンバーは各産業の輸出企業で

あり，運営費はおもに会費で賄われているが，貿易産業省の主導で結成さ

れ，委員長は貿易産業省が任命することから，輸出委員会は官民連携によ

る民間企業発展支援のひとつであるととらえることができる。

以上のように，現在のエジプトには複数の経済団体が存在する。商業会

議所と産業連盟は，大規模で伝統的な組織であり，長年政府の統制下にあっ

た。一方，比較的新しい経済団体である EBAと AmChamは，必ずしも政
府と対抗的ではないが，市場経済体制を前提とした民間企業部門の自由な

活動を指向している。また，輸出委員会は，政府（貿易産業省）主導で形成

された点は伝統的な経済団体と同様であるが，政府の役割は民間企業の輸

出拡大支援であり，民間企業の発展を促す枠組みとなっている。

第３節 政府と企業の関係

１．１９８０年代までの政府と企業の関係

第１節で述べたように，１９８０年代まで，経済開発の主要な担い手は公的

部門であった。経済開発は，国有企業による生産および投資を通じて，政

府主導で進められたのである。民間企業との関係においても，政府は主導

的な立場にあった。政府は許認可権や価格統制の権限を背景に，商業会議

所や産業連盟といった経済団体を通じて，民間企業部門を統制していた。

商業会議所と産業連盟は，前節でみたようにその指向に若干の相違はある

ものの，基本的には政府の代理人としての役割を担っていた。政府は，門

戸開放政策期以降も，それら経済団体への関与を継続することで，民間企

業部門に対する直接的な影響力を維持した。

他方，民間企業部門は，門戸開放政策期における政府の統制継続に必ず

しも肯定的なわけではなかった。１９７０年代後半に商業会議所が自主性確立

52



を模索する動きをみせたことからも推測できるように，民間企業部門は政

府の関与を全面的に受け入れていたわけではなかった。また，一部の大規

模民間企業によって設立された EBAは，新たな経済団体として，政府と企
業の新しい関係を形成する試みであったと解釈できる。

門戸開放政策期における政府と民間企業とのもうひとつの関係は，政治

権力との繋がりを利用した独占的な事業機会の創出である。その全体像は

必ずしも明らかでないが，サダト大統領の死後に政権の腐敗事例として大々

的に追求されたように，門戸開放政策によって出現した貿易などの事業機

会を利用した政府と一部事業家との癒着は，不正な関係として後に糾弾さ

れた。

２．ERSAP実施と政府・企業関係

ERSAP実施は政府と民間企業部門の関係に変化をもたらした。経済開発
における政府の役割が見直されたことで，政府と民間企業の関係も変化す

ることになったのである。ERSAPによって，政府は生産者としての機能を
縮小させ，それに代わって市場経済制度の整備と管理を重視するようになっ

た。１９９０年代半ば以降に投資法や会社法といった経済法制度を改正し，民

間企業の事業活動の自由を拡大させたのである。それら一連の経済制度改

革は，政府の民間企業に対する権限を縮小させるものであり，政府は民間

企業部門に対する統制緩和を進めたととらえることができる。

一方，民間企業側では，EBAと AmChamが１９９０年代半ばに市場経済制
度の全面的な導入を主張するようになった（Giugale and Mobarak eds.

［１９９６］）。それは ERSAPの徹底を要望する動きであったといえるだろう。
なかでも，両経済団体は，政府の役割の見直し（縮小），経済法制度の再構

築と簡素化，私的所有権の保護強化を要請し，全面的な市場経済体制の確

立を提言した。そのねらいは，政府の裁量範囲を縮小させ，法制度に基づ

く経済環境の構築を求めることであった（５）。ERSAPに基づく規制緩和が模
索され，またWTO加盟や自由貿易協定の締結による貿易自由化によって国
際競争に直面することが避けられない状況では，政府による企業活動への
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介入は，とくに大規模民間企業にとっては弊害が大きいと判断されたと考

えられる。外国企業や輸入品といったエジプト政府の介入を受けない競争

相手に対抗するには，政府の意向に影響されることなく企業活動を行う必

要があるためである。

以上のように，１９９０年代には，政府と大規模民間企業部門は，開発の方

向性を共有するようになった。政府は民間企業部門への統制を弱め，また

大規模民間企業は政府の介入よりも自由化を選好したのである。その結果，

政府と民間企業部門の関係は，政府の主導から，民間企業による自立的発

展へと重点が移ったといえる。

他方で，１９９０年代以降も変わらない側面もあった。クローニー資本主義

といわれるような，政治権力との結託・癒着に基づく政府と企業の関係で

ある。その代表例が ERSAPで進められた国有企業の民営化にともなう一部
投資家の行動である。国有企業の売却にあたって，政府と緊密な関係にあ

る企業（投資家）が民営化企業を安価で買い取り，短期間に高値で転売する

ことで大きな利益を得た事例が散見されたのである（Alissa［２００７］）。民営

化の対象となった国有企業は比較的規模の大きな企業が多く，一定の資金

力をもつ民間投資家と政府による癒着関係が存在したことをうかがわせる

事例である。

３．２０００年代の政府と企業の関係

エジプト政府は２０００年代前半に経済開発政策を再考した。前述のように，

ERSAPを実施したものの，政府の期待したような経済成果が得られず，政
策の見直しが不可欠と考えられたのである。政府は，第１節でみたように，

経済自由化の徹底と民間企業支援の２つを主要方針として打ち出したが，

それによって政府と民間企業部門との関係に新たな一面が加わった。政府

は，市場経済制度の構築だけでなく，民間企業の発展を直接的に支援する

ことで，民間企業部門との協同関係を模索したのである。その一例が前節

でみた輸出委員会である。それは１９８０年代までのような，政府が民間企業

部門を主導するものではなく，政府と民間企業部門が協調して経済成長を
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めざすものであった。２０００年代に加わった政府と民間企業部門の関係は，

政策主体と生産主体という政府と民間部門のそれぞれの役割のなかで，経

済成長の促進という目的を共有し，連携関係を構築するものであったとい

えるだろう。

官民連携はいくつかの成功事例を生み，民間企業の発展に有効な方法の

ひとつであると評価された（Abdel-Latif and Schmitz［２０１０］）。その一方で，

複数の民間企業支援枠組みにおいて，実際に政府と協同関係にあったのは

特定の民間企業であった。財政を含む政府の能力を考慮すれば，大規模な

支援枠組みを実行することは困難であり，支援企業数が限られることは不

可避だろう。一方で，経済改革の進展によっていっそうの市場競争に直面

するなか，支援を望む企業は多数に上ると考えられる。結果として，政府

は一部の企業を選別して発展支援を行わざるを得ないが，その過程は不透

明だった。たとえば，初期の個別企業発展支援枠組みのひとつである「部

品産業発展プログラム」の参加企業は，当該プログラムの発案にかかわっ

た組み立て企業の推薦する取引企業のみが対象となった。新しい政策を実

施するにあたって当初からすべてを制度化することは困難であろうが，政

府と緊密な関係をもつ企業を優先的に受益者とすることは，政府と一部企

業との癒着を想起させるものとなった。

他方，政治権力との馴れ合いともいえる政府と一部企業との親密な関係

は，２０００年代も継続した。その実態は１．２５革命後に次々と暴かれることとなっ

た（長沢［２０１２］）。これまでに明らかにされた不正の多くは１９８０年代までと

同様に政治権力を利用した国家資産の取得であるが，「新しい」形態として

ビジネスマン議員の汚職が追及された。ビジネスマン議員とは，人民議会

（国会）の議員になった事業経営者であり，とくに当時の与党NDPにおい
て１９９０年代後半以降に増加した（６）。１．２５革命直後に訴追されたビジネスマン

議員の汚職事例には，自らが経営する企業への利益誘導，事業免許の不正

な取得，民営化企業の安価での買収などがある。ビジネスマン議員の不正

は，以前のような政治権力と民間企業（事業家）との結託関係ではなく，政

治権力と民間企業が一体となったものであり，政府（政治権力）の私物化で

あった。
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以上のように，政府と民間企業の関係は，ERSAPの実施された１９９０年代
が転換期となったが，２０００年代になると，市場経済制度のもとでのレフェ

リーとプレイヤーという関係とともに，新たな関係が模索された。市場経

済メカニズムの全面的な導入が指向された一方で，政府と民間企業との連

携が試みられたのである。政府と民間企業部門との連携は，なかには食品

産業の輸出委員会のように同業企業の多くから高く評価された事例もある

が，政府と一部企業との排他的な協調関係を作り出す要因ともなった（７）。そ

れは政府と民間企業との「伝統的な」癒着関係と同様に，政府と一部民間

企業の不透明な繋がりを助長する手段となった。さらに，１９９０年代後半以

降に増加したビジネスマン議員に対しては，自らの事業の利益ために政治

権力を悪用することが懸念されるようになった。２０００年代の政府と企業の

関係は，市場経済制度に基づく企業の自立的な発展を基本としつつ，その

周辺では両者を直接的に結ぶルートがいくつか存在していたのである。

第４節 １．２５革命と政府・企業関係

１．２５革命は，ムバーラク政権下で蓄積されてきたさまざまな「不満」が噴

出したものだととらえることができる。その主要は長期独裁政権による抑

圧的な統治に対する不満であったが，政府の経済運営および政府と一部民

間企業との関係についての不満も蓄積していた。実際，革命後には，ERSAP
期以降の経済開発政策，および近年の政府と一部民間企業との不正な関係

が糾弾された。本節では，１．２５革命で噴出した経済面での不満について，政

府と企業の関係に関連する点を中心に整理し，今後の政府と企業の関係に

ついて展望する。

１．不満の噴出と汚職の追及

２０１１年１月２５日に発生した大規模抗議デモでは多様な要求が掲げられた。

政治的要求では非常事態令の解除，憲法の改正，権威主義的な統治体制の
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是正が，経済的な要求では賃金引き上げ，社会保険の適用，雇用が主要な

訴えであった。それに対し，ムバーラク大統領は，政治改革の実施を表明

するとともに，経済対策の必要性を認めた。そして，内閣を刷新し，公務

員賃金の引き上げ，年金支給額の引き上げ，政府雇用の拡大などを約束し

た。しかしながら，デモ参加者の要求は急速に大統領退陣に収斂し，政権

による政治改革および経済対策の提案は抗議デモの沈静化に結びつかなかっ

た。

一方で，抗議デモが続くなか，当時の閣僚および与党NDPの有力政治家
に対する汚職疑惑が表面化し，裁判所は経済閣僚を含む複数の大臣につい

て海外渡航の禁止と資産の凍結を課した。さらに，ムバーラク政権退陣後

には，首相，財務大臣，貿易産業大臣などの経済閣僚に加え，与党 NDP
の有力ビジネスマン議員らも汚職疑惑で訴追された。これまでに有罪判決

が下された政治家には，ナズィーフ元首相，ガーリー元財務相，ラシード

元貿易産業相，ガラナ元観光相，エッズ元NDP組織局長など，経済閣僚お
よび有力ビジネスマン議員が多く含まれている。

訴追された政治家の汚職疑惑は，国家資産の不正な取得，不正蓄財といっ

た「伝統的」な腐敗とともに，国有企業の民営化および国家資産の売却に

おける特定企業（投資家）への利益供与，事業免許の不正な供与など，政治

権力を乱用した特定企業への優遇措置が告発された。その結果，複数の民

営化および事業免許を無効とする判決が出された。

以上のように，１．２５革命では政治と経済の関係についても国民の不満が噴

出し，ムバーラク政権崩壊後に政権中枢の汚職が追及された。なかでも真っ

先に矛先が向けられたのは，大統領周辺と経済閣僚および有力ビジネスマ

ン議員であった。その多くは，直接的に国家資産を横領するとともに，緊

密な関係にある特定企業・事業家と癒着し，政治権力を利用して不正な利

益供与を行っていたとして糾弾された。政府と一部民間企業の不正な関係

が問い質されたのである。
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２．今後の政府と企業

１．２５革命後，政府と一部民間企業の関係が問題視された。なかには以前か

ら批判の対象となっていた事案もあったが，政権崩壊によって堰を切った

ように政府と企業の不正な関係が明るみに出た。これまでの不満が噴出し

た結果だといえるだろう。もちろん，政府と癒着していたのは一部の企業

（実業家）であるが，１．２５革命および一連の汚職摘発は，今後の政府と企業

の関係のあり方に影響を与えると考えられる。

今後，１．２５革命で希求された「社会公正」を具現化する統治体制が構築さ

れるならば，政府と民間企業の関係として，ルールに基づく透明性の高い

枠組みが重視されることになるだろう。それは，従来同様の原則である。

つまり，政治権力と一部民間企業の癒着を防止する枠組み構築は不可欠で

あるが，１９９０年代以降の基本原則となった市場経済体制下での政府と企業

の役割は維持されるだろう。また，２０００年代後半に形成された政府と企業

の連携は，透明性を確保するために制度化を進めることで引き続き継続さ

れると考えられる。政府と企業の連携は，前述のように，不透明な部分が

あった一方で，民間企業部門の拡大が課題であるエジプトで必要とされる

政策であり，またすでに一部で成果の上がっている枠組みだからである。

したがって，今後も官民連携は民間部門発展政策のひとつと位置づけられ

ると考えられる。

以上のように，今後も政府と企業の関係の基本的枠組みに大きな変更は

ないと考えられる。しかしながら，その実効性という点では，透明性が重

視されることで，これまでよりも公平になることが期待できる。たとえば，

政府に近い企業（事業家）だけが公的支援の対象になるのではなく，客観的

な基準で選別されるような仕組みが重視されるだろう。さらに，制度構築

に加え，その運営が重要となる。１９９０年代後半以降に増加したビジネスマ

ン議員による政治権力の乱用は，不正があったかどうかと同様に，その不

透明性が政府の信頼性を損ねるものとなった。企業経営者が自らの企業に

関連する分野において政治権力をもつことは，しばしば利益相反をもたら

し，私的利益を公共利益に優先させるのではないかとの疑惑を招いた。実
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際に，前述のように，国有地の払い下げや事業免許の交付における権力の

乱用で有罪判決が下されている。今後は，制度整備と同時に，その運営の

透明性を高めることで，政府は経済開発政策における政府の失敗を回避す

ることが求められるだろう。

他方，１．２５革命後にクローニー資本主義と非難を浴びた，政府と企業の癒

着関係は今後どうなるだろうか。すでに政府と企業の双方において，クロー

ニーの象徴とみなされた人たちは訴追され，表舞台から退場した。また，

上述のように，透明性の高い制度の整備と運用が実現すれば，早々に新た

なクローニーが台頭することは避けられるだろう。さらに，これまで以上

に独立性の高まった司法（裁判所）によって，汚職や政治権力の乱用に歯止

めがかかることも期待できる。これら現在の状況からは，少なくとも今後

しばらくの間は，クローニー資本主義は鳴りをひそめ，癒着構造は再現さ

れないと考えられる。しかしながら，今後の政府がどれほど公正で透明な

経済運営を重視するかは定かでない。また，官民の癒着関係は，政権と一

部大企業だけでなく，官僚組織や軍の企業でも問題視されていた。したがっ

て，クローニー資本主義の行方は，今後の経済開発政策の再構築とその運

営，および広い範囲の政府部門改革の成果に影響されるだろう。政府と企

業の癒着関係を防止するには，主体を排除するだけでなく，その構造を是

正する必要がある。今後の政府部門の再構築と経済法制度の整備の進展に

注目したい。

おわりに

政府と企業の基本的な関係は，政府がどのような経済開発政策を指向す

るかに規定される。ムバーラク政権期のエジプトでは，１９９０年代に実施さ

れた ERSAPが政府と企業の関係を再編する契機となった。１９８０年代までの
政府は，経済政策の立案と生産活動の実施の両方を担っており，民間企業

部門は政府に従属的であった。ところが，ERSAP実施によって，民間企業
部門が主要な生産者として位置づけられることとなり，政府と民間企業部
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門の基本的な関係は，政府による統制から民間企業部門の自立的発展へと

変化したのである。他方で，ERSAPは，国有企業の民営化や国家資産の売
却など，政府と民間企業（投資家）による新たな癒着の機会を生み出した。

政府と民間企業との結託は，限られた範囲の現象だと考えられるが，クロー

ニー資本主義という氷山の一角とみなされ，政府への不満を高める要因と

なった。

２０００年代になると，政府は市場経済制度の全面的導入と民間企業部門の

いっそうの発展を重要視するようになり，そのための手段のひとつとして，

民間企業の発展を直接的に支援する枠組みを導入した。その結果，政府と

民間企業との関係に新たな一面が加わった。政府と民間企業は，経済成長

という共通の目的のために連携したのである。しかしながら，政府の民間

企業支援は，一部で特定民間企業が優先的に受益者となるなど，不透明な

部分も存在した。

ムバーラク政権末期の政府と民間企業の関係は，市場経済体制に基づく

民間企業の自立的発展を基本とする一方で，政府と一部企業との結託や連

携といった側面も存在した。１９９０年代以降に経済開発政策が転換し，政府

の役割が変化するなかで，政府と民間企業の関係は多面的になったのであ

る。そのなかで，違法な結託は言うに及ばないが，経済成長に向けた連携

関係にも透明性に欠ける部分があり，政府の経済運営に対する疑義を招く

こととなった。それは，１．２５革命の誘因となった政府に対する不満を構成す

る要素となった。したがって，今後新たな政治体制のもとで政府と民間企

業の関係を再構築するにあたっては，公正とともに，透明性の高い制度設

計とその運営が不可欠である。政府の信頼性が回復しないかぎり，どのよ

うな経済開発政策が追求されようとも，国民の支持を得ることはできない

だろう。

［注］
�１ Wurzel［２００９］によれば，１９９０年代初めの時点で，工業生産付加価値の約７５％が
国有企業によって生産されていた。

�２ これら一連の国際支援によってエジプト政府は対外債務危機を回避する機会を得
たが，その背景にはエジプトが１９９１年に発生した湾岸戦争で多国籍軍を支持した見
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返りという政治的な要因があった。
�３ 他方で，門戸開放政策の主要目的のひとつであった輸出拡大では，民間部門のシェ
アは容易に拡大しなかった。たとえば１９７７年の製品輸出額における民間部門の割合
は１０％に過ぎなかった（Zaalouk［１９８９］）。

�４ 輸出委員会には，食品産業，農産物，皮革産業，繊維産業，家具産業，化学産業，
機械産業など，合計１４の委員会があるが，その組織率および活動実績は各委員会に
よって大きく異なっている（Abdel-Latif and Schmitz［２００９］）。

�５ その一方で，前述のように，１９７０年代以降に勃興した事業家のなかには，政府の
保護・優遇を受けることで大規模化したものも少なくない。また，１９８０年代までは
国有企業が主要な生産者であり，その時期の典型的な大規模民間企業は，政府（国
有企業）と緊密な関係を築くことで事業規模を拡大させた（Wurzel［２００９］）。その
ため，当時の大規模民間企業のなかには，政府の権限が縮小することになる経済自
由化を望まない勢力も存在したと考えられる。にもかかわらず，大規模民間企業を
代表する経済団体が政府の裁量範囲の縮小を求めた理由について，Rutherford
［２００８］は，個々の企業が政府の保護・優遇を受けるためのコストが高くなりすぎ
たこと，および政府の保護に頼らない企業が増加したことを指摘している。

�６ ビジネスマン議員は，１９９５年の選挙において人民議会議員数の１２％を占め，その
後２０００年選挙で同１７％，２００５年選挙では同２２％と拡大した（Beinin［２００９］）。

�７ 食品産業の輸出委員会のケースについては，Abdel-Latif and Schmitz［２００９］を
参照。
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